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令和3年 令和4年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

1.33 1.36 1.35 1.37 1.37 1.36 1.37 1.38 1.38 1.41 1.40 1.40

1.13 1.14 1.15 1.15 1.16 1.17 1.17 1.20 1.21 1.22 1.23 1.24

○季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。 なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

（注1）本公表資料における有効求人倍率、有効求人数、新規求人数は、宮崎労働局管内のハローワークが受理した求人数（受理地別求人数）により算出したものである。

　有効求人倍率〈季節調整値、倍〉　

全　　国

宮　　崎

（注2）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者
　　　　がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職件数等が含まれている。

報道関係者 　各位

一般職業紹介状況（令和4年5月分）

令和４年５月の有効求人倍率（受理地別・季節調整値）は、１．４0倍と前月と同じとなった。

有効求人倍率は、８３ヶ月連続で１倍台を維持。

正社員有効求人倍率（原数値）は、１．０４倍と前年同月より０．０８ポイント上昇。

雇用失業情勢は、新型コロナウィルス感染症の影響が続いているものの、求人が求職を上回る状況が継続

しており、着実に改善が進んでいる。

・令和４年５月の【有効求人倍率】(季節調整値)は、前月と同じ1.40倍となった。
・【有効求職者数】は、前月比（季節調整値）で1.0％増、前年同月比（原数値）で2.9％増（3ヶ月連続）。
・【有効求人数】は、前月比（季節調整値）で1.1％増、前年同月比（原数値）で10.1％増（17ヶ月連続）。
・【新規求職者数】は、前年同月比（原数値）5.5％増、【新規求人数】は、前年同月比（原数値）5.5％増となった。
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本県の労働市場における有効求人倍率（季節調整値）は、有効求職者数（同）が前月比1.0％増加し、有効求人数（同）は前月比1.1％増加したこと
から、前月と同じ1.40倍となった。

新規求職者数（原数値）は、前年同月比で5.5％(237人）増加となった。なお、有効求職者数（原数値）は、前年同月比2.9％（614人）増加し3ヶ月連
続の増加となっている。

新規常用求職者（パートを除く）を求職時の態様別にみると、前年同月比で在職者が4.8％（40人）減、離職者が3.0％（52人）増、無業者が8.9％（14
人）増となった。なお、離職者のうち、事業主都合離職者は7.9％（30人）減となっている。

一方、新規求人数（原数値）は、前年同月比で5.5％（472人）増加となった。また、有効求人数（原数値）は、前年同月比で10.1％（2,535人）の増加で
17ヶ月連続となっている。

新規求人数を産業別にみると、前年同月比で18産業中13産業で増加となった。内訳としては、宿泊業、飲食業サービスで174人（55.6％）増、卸売
業、小売業で142人（17.3％）増等となる一方、サービス業（他に分類されないもの）で140人（7.1％）減,、製造業で24人（2.9％）減等（18産業中5産業で
減少）となったことから、全体で472人（5.5%）の増加となった。
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有効求人倍率の動き宮 崎

全 国（倍）

Press Release

宮崎労働局発表

令和4年7月1日解禁

【照会先】
宮崎労働局職業安定部
部 長 小川 和人
職 業 安 定 課長 正入木 均
地方労働市場情報官 児玉 聡子.

（代表電話）0985（38）8823

季節調整値

季節調整値

３年

＊令和元年度（平成31年4月を含む。）

４年
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１．新規求職の動き＜季節調整値＞

新規求職（パートを含む、人）
令和３年 令和４年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

4,390 4,448 4,527 4,376 4,446 4,490 4,469 4,574 4,282 4,458 4,579 4,326

2.1% 1.3% 1.8% -3.3% 1.6% 1.0% -0.5% 2.3% -6.4% 4.1% 2.7% -5.5%

２．新規求人の動き＜季節調整値＞

令和３年 令和４年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

9,451 9,708 9,789 9,588 9,709 9,570 10,387 10,236 9,393 10,454 10,333 9,451

0.3% 2.7% 0.8% -2.1% 1.3% -1.4% 8.5% -1.5% -8.2% 11.3% -1.2% -8.5%

３．職業紹介状況について（パートを含む）＜原数値＞

就職（パートを含む、件）
令和２年 令和３年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

1,837 1,644 1,479 1,677 1,808 1,470 1,382 1,372 1,712 2,349 2,054 1,723
令和３年 令和４年

６月 ７月 ８月 ９月 １0月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

1,889 1,663 1,557 1,736 1,684 1,603 1,319 1,470 1,608 2,245 1,711 1,704

2.8% 1.2% 5.3% 3.5% -6.9% 9.0% -4.6% 7.1% -6.1% -4.4% -16.7% -1.1%

令和２年 令和３年

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

40.5% 38.9% 37.7% 41.0% 42.3% 41.0% 45.1% 29.8% 39.0% 47.2% 32.9% 39.8%
令和３年 令和４年

６月 ７月 ８月 ９月 １0月 １１月 １2月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

43.3% 39.4% 36.3% 40.8% 39.0% 41.4% 41.0% 30.1% 36.7% 45.7% 27.7% 37.3%

４．正社員有効求人倍率の動き＜原数値＞

 
（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

就
職
率

<数値の対比は前年同月比>　　

<数値の対比は前月比>　　

新規求人（パートを含む、人）

次回公表予定日　令和4年7月29日（金）

就
職
件
数

対前年同月比

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

<数値の対比は前月比>　　

新規求職数

前月比

前月比

新規求人

○【新規求人数】（季節調整値）は、9,451人で8.5％（882人）減少となった。

【新規求職者数】（季節調整値）は、4,326人で5.5％（253人）減少となった。

○【職業紹介状況】は、紹介件数が152件（3.5%）減の4,203件となり、就職件数は19件（1.1%）減
の1,704件となった。就職率（対新規求職者）は、2.5ポイント下回って37.3％となった。

○【正社員有効求人倍率】（原数値）は、1.0４倍となり、前年同月で0.08ポイント上昇。
（ 正社員有効求人数 13,215人 常用フルタイム有効求職者数12,669人 ）
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別表１　職業紹介状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む）

21,619 21,520 － 21,005 2.9 

＊ 20,480 ＊ 20,275 1.0 20,014 2.3 

２ 新規求職申込件数（件） 4,565 6,168 － 4,328 5.5 

27,705 28,311 － 25,170 10.1 

＊ 28,749 ＊ 28,425 1.1 26,307 9.3 

４ 新規求人数　　 　　（人） 9,048 10,079 － 8,576 5.5 

５ 紹介件数　　 　　 　（件） 4,203 4,188 4,355 ▲3.5 

６ 就職件数　　 　　 　（件） 1,704 1,711 1,723 ▲1.1 

７ 就職率（6/2）　　　 （％） 37.3 27.7 39.8 ▲2.5 

８ 充足数  （件） 1,682 1,704 1,666 1.0 

９ 充足率（8/4）　　　 （％） 18.6 16.9 19.4 ▲0.8 

宮崎県  1.40 1.40 0.00 1.31

全 　国  1.24 1.23 0.01 1.10

別表３　雇用保険一般受給者実人員の推移(基本手当基本分、人)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

令和２年度 3,594 4,053 4,652 5,013 5,252 5,222 4,939 4,532 4,383 4,235 4,137 4,297

令和３年度 4,223 4,275 4,836 4,921 5,054 4,802 4,461 4,446 4,189 4,014 3,828 3,858

令和４年度 3,891 3,897

　　　　(受給者実人員＝失業給付を実際に受けた受給資格者の実数をいう)

別表４　安定所別有効求人倍率（原数値、倍）

宮　崎 1.25 1.28 1.15 0.10 

延　岡 1.14 1.24 1.02 0.12 

日　向 1.18 1.17 1.20 ▲0.02 

都　城 1.61 1.62 1.59 0.02 

日　南 1.04 1.05 0.84 0.20 

高　鍋 1.14 1.21 1.11 0.03 

小　林 1.39 1.47 1.38 0.01 

県　計 1.28 1.32 1.20 0.08 

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

対　前　月 対前年同月
令和4年5月 令和4年4月 増減率(差)

前年同月差
(ポイント)

令和3年5月

３ 月間有効求人数 （人）

１ 月間有効求職者数（人）

季節調整値

前　月　差
(ポイント)

（％） （％）
増減率(差)

令和4年5月 令和4年4月 令和3年5月

季節調整値

令和3年5月

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表２　有効求人倍率（季節調整値、倍）

令和4年5月 令和4年4月
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令和4年5月

1.13 1.09 1.05

1.38 1.35 1.18

1.16 1.19 1.04

1.39 1.37 1.31

1.36 1.31 1.15

1.40 1.40 1.31

1.36 1.35 1.25

0.86 0.83 0.73

* 季節調整法はセンサス局法Ⅱ（Ⅹ-12-ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

別表６　パートタイム職業紹介状況

8,910 8,726 8,478

1,796 2,617 1,587

9,489 9,939 8,639

2,998 3,547 2,890

1,490 1,519 1,565

706 666 732

686 653 721

22.9% 18.4% 24.9%

別表７　新規常用求職者の求職時の態様別内訳(パートを除く）

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

令和4年5月

令和3年5月

前年比

（注）ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴う令和３年９月以降の数値の取扱いについては、１頁の（注2）を参照

長　崎

福　岡

令和4年4月
前月差

(ポイント)
令和3年5月

0.04

増減率・差

鹿児島

沖　縄

宮　崎

0.03

▲0.03

佐　賀

熊　本

大　分

0.03

0.02

0.05

前年同月

0.00

0.01

（％）

１ 月間有効求職者数（人） 5.1 

２ 新規求職申込件数（件）

令和4年5月 令和4年4月 令和3年5月

３ 月間有効求人数　 （人）

13.2 

9.8 

４ 新規求人数　　 　　（人）

５ 紹介件数　　 　　 　（件）

3.7 

▲4.8 

６ 就職件数　　 　　 　（件）

７　充足数　　　　　　　（件）

▲3.6 

▲4.9 

８　充足率　　　　　　　（％） ▲2.0 

県　  計 24歳以下 25歳～34歳 35歳～44歳 45歳～54歳 55歳～64歳 65歳以上 合計

新規求職申込件数

339 651 501 636 442 193 2,762

374 660 551 570 407 174 2,736

100

▲ 9.4% ▲ 1.4% ▲ 9.1% 11.6% 8.6% 10.9% 1.0%

18 789

在職者

94 206 160 200 111

118 223 183 188 17 829

▲ 20.3% ▲ 7.6% ▲ 12.6% 6.4% 11.0% 5.9% ▲ 4.8%

離職者

194 401 323 405 315 164 1,802

213 403 341 363 281 149 1,750

▲ 8.9% ▲ 0.5% ▲ 5.3% 11.6% 12.1% 10.1% 3.0%

56

事業主都合

15 50 63 83 81 348

23 57 73 91 85 49 378

▲ 34.8% ▲ 12.3% ▲ 13.7% ▲ 8.8% ▲ 4.7% 14.3% ▲ 7.9%

自己都合

178 340 252 315 193 85 1,363

189 341 261 266 173 81 1,311

▲ 5.8% ▲ 0.3% ▲ 3.4% 18.4% 11.6% 4.9% 4.0%

11 17131 16

43 34 27 19

8.9%18.6% 29.4% ▲ 33.3% 63.2% ▲ 38.5% 37.5%

別表５　九州各県の有効求人倍率（季節調整値、倍）

26 8 157無業者

51 44 18
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別表８　産業別・規模別新規求人状況（原数値）

　　　　項　　　目

令和4年5月 令和4年4月 令和3年5月 前 年 同 前 年
 産業別・規模別 月 比 (%) 同 月 差

Ａ.B 農、林、漁業 258             254             222 16.2 36

Ｃ 鉱業、採石業、砂利採取業 18               6                20 ▲10.0 ▲2
Ｄ 建設業 782 856 763 2.5 19

Ｅ 製造業 801 1,201 825 ▲2.9 ▲24

食料品製造業 224             259             287 ▲22.0 ▲63

飲料・たばこ・飼料製造業 46               68               57 ▲19.3 ▲11
繊維工業 52               94               40 30.0 12

木材・木製品製造業 104             88               76 36.8 28

家具・装備品製造業 7                4                16 ▲56.3 ▲9

パルプ・紙・紙加工品製造業 17               10               9 88.9 8

印刷・同関連業 16               23               21 ▲23.8 ▲5

化学工業 13               83               20 ▲35.0 ▲7

石油製品・石炭製品製造業 0                0                0 - 0

プラスチック製品製造業 34               57               43 ▲20.9 ▲9

ゴム製品製造業 6                32               15 ▲60.0 ▲9

窯業・土石製品製造業 22               36               23 ▲4.3 ▲1

鉄鋼業 1                0                7 ▲85.7 ▲6

非鉄金属製造業 0                1                0 - 0

金属製品製造業 43               59               28 53.6 15

はん用機械器具製造業 30               41               39 ▲23.1 ▲9

生産用機械器具製造業 42               31               19 121.1 23

業務用機械器具製造業 16               14               28 ▲42.9 ▲12

17               165             40 ▲57.5 ▲23

電気機械器具製造業 82               94               29 182.8 53

情報通信機械器具製造業 5 2 7 ▲28.6 ▲2

輸送用機械器具製造業 11 30 11 0.0 0
その他の製造業 13 10 10 30.0 3

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 3 4 8 ▲62.5 ▲5

Ｇ 情報通信業 195 209 168 16.1 27

Ｈ 運輸業、郵便業 276 594 266 3.8 10

Ｉ 卸売業、小売業 964 1,065 822 17.3 142

Ｊ 金融業、保険業 81 83 34 138.2 47

Ｋ 不動産業、物品賃貸業 101 127 94 7.4 7

Ｌ 学術研究、専門・技術サービス業 150 143 144 4.2 6

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 487 571 313 55.6 174

宿泊業 103 102 37 178.4 66

Ｎ 生活関連サービス業、娯楽業 284 217 236 20.3 48

Ｏ 教育、学習支援業 129 145 127 1.6 2

Ｐ 医療、福祉 2,545 2,879 2,429 4.8 116

Ｑ 複合サービス事業 57 141 41 39.0 16

Ｒ 1,821 1,448 1,961 ▲7.1 ▲140
Ｓ.T 公務、その他 96 136 103 ▲6.8 ▲7

9,048 10,079 8,576 5.5 472

6,016 6,487 5,145 16.9 871

2,076 2,293 2,142 ▲3.1 ▲66
646 933 857 ▲24.6 ▲211
115 173 191 ▲39.8 ▲76
164 154 152 7.9 12
31 39 89 ▲65.2 ▲58

求 人 状 況

産業分類は、平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく。

電子部品・デバイス・電子回路製造業

サービス業（他に分類されないもの）

合                計

規
　
模
　
別

３００～４９９人

　　    　　　　 　２９人以下

５００～９９９人
１，０００人以上

３０～９９人　　
１００～２９９人

5



正社員の有効求人倍率（原数値）の推移
別添資料 １

○ 正社員有効求人倍率は、１．０４倍と前年同月比０．０８ポイント上昇。

（資料出所） 宮崎労働局集計
※数値は原数値。
※正社員とは、パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。
※正社員有効求人倍率＝正社員有効求人数／常用フルタイム有効求職者数。なお、常用フルタイム有効求職者にはフルタイムの派遣労働
者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

※令和元年は、平成31年1月～4月を含む。
※ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設
した求職者数が含まれている。

（倍）

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
27年

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和
2年

令和
3年

令和
４年

1月 0.45 0.43 0.46 0.40 0.28 0.25 0.34 0.39 0.42 0.51 0.59 0.68 0.82 0.98 1.05 1.03 0.98 1.11

2月 0.43 0.44 0.47 0.40 0.26 0.24 0.35 0.38 0.42 0.51 0.58 0.43 0.81 0.97 1.05 0.99 0.99 1.12

3月 0.41 0.43 0.43 0.38 0.24 0.24 0.33 0.37 0.41 0.50 0.57 0.67 0.77 0.93 1.01 0.92 0.98 1.10

4月 0.36 0.39 0.38 0.33 0.21 0.22 0.30 0.34 0.37 0.46 0.53 0.64 0.74 0.90 0.98 0.86 0.95 1.05

5月 0.32 0.39 0.35 0.32 0.19 0.21 0.29 0.34 0.36 0.46 0.52 0.65 0.75 0.90 0.97 0.82 0.96 1.04

6月 0.30 0.38 0.35 0.29 0.18 0.21 0.30 0.34 0.38 0.48 0.52 0.67 0.77 0.95 1.00 0.84 0.98

7月 0.31 0.38 0.35 0.30 0.19 0.22 0.31 0.35 0.40 0.49 0.55 0.67 0.79 0.96 0.99 0.84 1.00

8月 0.32 0.41 0.37 0.32 0.19 0.24 0.33 0.37 0.43 0.51 0.59 0.71 0.82 0.96 0.98 0.85 1.00

9月 0.34 0.41 0.38 0.32 0.20 0.26 0.33 0.38 0.45 0.53 0.61 0.73 0.85 0.97 1.01 0.87 1.02

10月 0.36 0.41 0.39 0.31 0.21 0.27 0.33 0.39 0.46 0.54 0.63 0.76 0.87 0.99 1.04 0.89 1.05

11月 0.43 0.39 0.44 0.39 0.31 0.21 0.29 0.35 0.40 0.47 0.58 0.66 0.77 0.90 1.01 1.07 0.94 1.08

12月 0.44 0.41 0.45 0.41 0.30 0.23 0.33 0.37 0.42 0.50 0.59 0.68 0.81 0.94 1.06 1.10 0.99 1.12



「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」とは
→実際に就業する都道府県を求人地として集計した有効求人倍率。なお、通常発表している都道府県別
の有効求人倍率は、求人を受理した場所を求人地として集計している。

○ 本社が多く所在する地域では、受理地別の有効求人倍率より「就業地別の求人数を用いた有効求人倍
率」が低い傾向がある。

○ 宮崎県の「就業地別の求人を用いた有効求人倍率」は1.51倍で受理地別の有効求人倍率（1.40倍）
より0.11ポイント高い。

※ 数値は季節調整値。季節調整法は、センサス局法Ⅱ（X－12－ARIMA）による。なお、令和3年12月以前の数値は、令和4年1月分公表時に
新季節指数により改訂されている。

※ 有効求職者数は求職を受理したハローワークが所在する都道府県単位で集計。
※ 季節求人については受理所を就業地とみなしている。
※ 1件の求人に複数の就業地があり、就業地毎の求人数が明確でない場合、それぞれの就業地に順番に求人数を割り当てて配分している。
※ ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイペー

ジ」を開設した求職者数が含まれている。

就業地別の求人数を用いた有効求人倍率（季節調整値）（令和４年５月）

（資料出所）宮崎労働局

別添資料 ２

①
有効求職者数

②
有効求人数

③
就業地別

有効求人数

④
有効求人倍率

⑤
就業地別

有効求人倍率
⑥差

②／① ③／① ⑤－④

令和3年

5月 20,014 26,307 28,039 1.31 1.40 0.09 
6月 19,891 26,417 28,207 1.33 1.42 0.09 
7月 19,823 26,865 28,498 1.36 1.44 0.08 
8月 19,805 26,827 28,667 1.35 1.45 0.10 
9月 19,752 27,021 28,677 1.37 1.45 0.08 
10月 19,686 26,896 28,581 1.37 1.45 0.08 
11月 19,792 26,969 28,687 1.36 1.45 0.09 

12月 20,007 27,414 29,148 1.37 1.46 0.09 

令和4年

1月 20,279 28,038 29,949 1.38 1.48 0.10 
2月 19,941 27,595 29,562 1.38 1.48 0.10 
3月 20,070 28,272 30,145 1.41 1.50 0.09
4月 20,275 28,425 30,215 1.40 1.49 0.09
5月 20,480 28,749 30,841 1.40 1.51 0.11
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宮崎労働局における雇用調整助成金の支給決定状況について 
 
 

宮崎労働局（局長 田中大介）は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業
主に対する雇用調整助成金（特例措置）の支給決定状況について、以下のとおり取り
まとめましたので、公表します。 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜雇用調整助成金（特例措置）の支給申請件数及び支給決定件数＞ 

（令和2年 4月～令和4年 6月 17日までの累計（速報値）） 

・ 支給申請件数（①）  ：34,893件 

・ 支給決定件数（②）  ：34,629件 

・ 支給決定率（②/①）：  99.2 ％ 

・ 休業対象労働者数（延べ人数）：370,654人 

 

 ＜ 雇用調整助成金の申請状況＞ 

雇用調整助成金の申請は、令和 4 年 1 月に適用された「まん延防止等重

点措置」の影響により、同年4月の申請件数は1,739件に達したが、5月は

1,118 件と減少に転じており、6月（集計中）は 1,000 件前後となる見込み

である。 

 

〇令和3年 6月から令和4年 5月までの申請件数の動き 

R3.6 R3.7 R3.8 R3.9 R3.10 R3.11 

1,376 

(1.1) 

1,395 

(1.4) 

1,403 

(0.6) 

1,553 

(10.7) 

1,730 

(11.4) 

1,281 

(▲26.0) 

R3.12 R4.1 R4.2 R4.3 R4.4 R4.5 

984 

(▲23.2) 

916 

(▲6.9) 

1,021 

(11.5) 

1,353 

(32.5) 

1,739 

（28.5） 

1,118 

(▲35.7) 

   （※1）括弧内は前月比増減率を示す。 

宮崎労働局発表 

令和4年 7月 1日 

【照会先】 

宮崎労働局職業安定部 

（ 担 当 ） 

部      長 小川 和人 

職業対策課長 田之上 睦子 

（ 電 話 ）0985-38-8824 
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（※2）雇用調整助成金とは 

・ 経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、労働者に対して一時的に休業等を

行い、労働者の雇用の維持を図った場合、事業主が労働者に支払った休業手当等の一部（一定の要件

を満たす場合は全部）を助成するもの。 

・ 令和 2 年 4 月から適用された雇用調整助成金の特例措置については、段階的に縮小を行うという方

針のもと、地域特例(※3)と業況特例(※4)は令和4年 9月末まで現在の助成内容を継続する。また、令和4

年 1月より、令和3年 1月 8日以降の解雇等の有無で適用する助成率を判断する。 

・ 令和4年 10月以降の取扱については、本年8月末までに決定する予定。 

 

(※3) 地域特例とは 

・  緊急事態措置を実施すべき区域、まん延防止等重点措置を実施すべき区域（以下「重点措置区域」

という）において知事による、新型インフルエンザ等対策特別措置法第 18 条に規定する基本的対処

方針に沿った要請を受けて同法施行令第 11 条に定める施設における営業時間の短縮等に協力する事

業主。 

※ 重点措置区域については、知事が定める区域・業態に係る事業主が対象。 

※ 各区域における緊急事態措置又は重点措置の実施期間の末日の属する月の翌月末まで適用。 

 

(※4)  業況特例とは 

・ 生産指標が最近3か月の月平均で前年又は前々年同期比30%以上減少の全国の事業主。 

なお、令和3年 12月までに業況の確認を行っている事業主は、令和4年 1月 1日以降に判定基礎

期間の初日を迎えるものについては、その段階で業況を再確認する。また、令和 4 年 4 月以降は毎

月業況を確認する。 
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報道関係者 各位 
 

 
令和３年「高年齢者雇用状況等報告」（宮崎県分）集計結果 

６６歳以上働ける制度のある企業の割合46.1％【割合は全国４位（全国38.3％）】 

７０歳以上働ける制度のある企業の割合43.8％【割合は全国５位（全国36.6％）】 

 
宮崎労働局（局長：田中 大介）では、このほど、65 歳まで雇用するための「高年齢者雇用確

保措置」及び 70 歳までの「高年齢者就業確保措置」の、宮崎県内における実施状況などを集

計した、令和３年「高年齢者雇用状況等報告」（令和３年６月１日現在）を取りまとめましたので、

公表します。 

 

【集計結果の主なポイント】※以下、（  ％）は集計項目のうち、全体に占める割合 
               

ポイントⅠ 65歳までの高年齢者雇用確保措置のある企業の状況 

 

65歳までの高年齢者雇用確保措置の実施状況（11ページ表１、12ページ表3－1） 

実施済み企業数は計2,204社、（99.9％） 

 

ポイントⅡ 66歳以上働ける企業の状況 

 

① 66歳以上まで働ける制度のある企業の状況（15ページ表６） 

実施済み企業数は1,017社、（46.1％）【割合は全国４位、全国割合38.3％】 

・中小企業では979社、（46.4％） 

・大企業では38社、（40.4％） 

 

② 70歳以上まで働ける制度のある企業の状況（15ページ表７）  

実施済み企業数は965社、（43.8％）【割合は全国５位、全国割合36.6％】 

・中小企業では929社、（44.0％） 

・大企業では36社、（38.3％） 

 

③ 70歳までの高年齢者就業確保措置の実施状況（14ページ表5－1） 

     実施済み企業数は667社、（30.2％）【割合は全国12位、全国割合25.6％】 

・中小企業では647社、（30.6％） 

・大企業では20社、（21.3％） 

 

令和４年７月１日 

宮崎労働局 

  職業安定部 職業対策課 

  課長       田之上 睦 子 

  課長補佐     伊集院 一 也 

  高齢者対策担当官 迫 園 竜 士 

（電話）09 8 5 - 3 8 - 8 8 2 4 
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※＜集計対象＞常時雇用する労働者が21人以上の企業2,205社  

【内訳】 中小企業（21～300人規模）：2,111社 

・中小企業のうち21～30人規模：587社  

・中小企業のうち31～300人規模：1,524社 

大企業（301人以上規模）：94社  

 

※ 令和２年６月１日時点の集計結果では、従業員31人以上の企業の状況をまとめていましたが、
今回の集計結果では21人以上の企業の状況をまとめています。このため、11ページ以降の表に
おいては、比較可能な場合には前年の数値を記載しています。 

 

※ 詳細は、3ページ以降をご参照ください。 

 

 

【高年齢者雇用状況等報告について】 
 

高年齢者が年齢にかかわりなく働き続けることができる生涯現役社会の実現に向け、「高年

齢者等の雇用の安定等に関する法律」では65歳までの安定した雇用を確保するため、企業に

「定年制の廃止」や「定年の引上げ」、「継続雇用制度の導入」のいずれかの措置（高年齢者雇

用確保措置）を講じるよう義務付け、企業に対して毎年６月１日現在の高年齢者の雇用状況の

報告を求めています。 

さらに、令和３年４月１日からは、70歳までを対象として、「定年制の廃止」や「定年の引上げ」、

「継続雇用制度の導入」といった雇用による措置や、「業務委託契約の導入」、「社会貢献事業

に従事できる制度の導入」のいずれかの措置（高年齢者就業確保措置）を講じるよう努めること

を義務付けており、これらの状況も併せて報告対象としています。 

今回の集計結果は、この雇用状況を報告した従業員21人以上の企業2,205社の状況をまと

めたものです。なお、この集計では、従業員21人～300人規模を「中小企業」、301人以上規模

を「大企業」としています。 

 

 

【労働局のコメント】 

宮崎県では、65 歳まで雇用する高年齢者雇用確保措置は、ほぼ全ての集計対象企業で講

じられています。また、66 歳以上働ける制度のある企業の割合が 46.1％、（全国割合 38.3％）、

さらに 70 歳以上働ける制度のある企業の割合は 43.8％、（全国割合 36.6％）となっています。 

なお、定年廃止企業は 3.9％（全国割合 4.0％）と、僅かに下回りますが、これを除き、総じて

全国的な割合を上回っており、生涯現役社会の実現に向け着実に前進しています。 

また、宮崎労働局、県内ハローワークでは、令和３年４月１日より「高年齢者等の雇用の安定

等に関する法律」の一部改正（70 歳までの就業機会の確保措置を講ずる努力義務が新設）が

施行されたことを踏まえ、制度を導入する企業の更なる拡大を目指す取組など、今後とも生涯

現役で働くことのできる社会の実現のための施策を推進いたします。 

また、65 歳まで雇用する高年齢者雇用確保措置を実施していない企業に対しては、宮崎労

働局、ハローワークによる計画的かつ重点的な個別指導を実施していきます。 
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１ 高年齢者雇用確保措置の実施状況 
  (1) 全体の状況（11ページ表１） 

高年齢者雇用確保措置（以下「雇用確保措置」という。（注１））の実施済企業は2,204社、

99.9％（注２）、雇用確保措置が未実施である企業は31人以上300人以下の中小企業1社の

みとなっている。 

なお、当該企業については、その後、労働局（ハローワーク）の個別指導により雇用確

保措置導入済みとなっている。 

 

（注１）雇用確保措置  

 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第９条第１項に基づき、定年を65歳未満に定めている事業主は、雇用

する高年齢者の65歳までの安定した雇用を確保するため、以下のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講

じなければならない。 

① 定年制の廃止 

② 定年の引上げ 

③ 継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度等※）の導入 

※ 継続雇用制度とは、現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者をその定年後も引き続いて雇用する制度

をいう。なお、平成24年度の法改正により、平成25年度以降、制度の適用者は原則として「希望者全員」となった。ただし、24

年度までに労使協定により継続雇用制度の対象者を限定する基準を定めていた場合は、その基準を適用できる年齢を令和7

年度までに段階的に引き上げているところ（経過措置） 

 

（注2）本集計は原則小数点第２位以下を四捨五入しているが、それにより、0％、または100％となる数値については、

小数点第2位以下を切り上げもしくは切り捨てとしている数値がある。 

 

 (2) 企業規模別の状況（11ページ表１） 
企業規模別に雇用確保措置の実施済企業の割合を見ると、大企業では94社（100％）（注２）、

中小企業では2,110社（99.9％）であった。 

 

（参考） 31人以上規模企業 

※ 平成25年４月に制度改正（継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止）があったため、

平成24年と25年の数値は単純比較できない。 

  

 

 (3) 雇用確保措置を実施済の企業の内訳（12ページ表3-1） 
報告した全企業について、雇用確保措置の措置内容別に見ると、定年制度の見直

し（下記①、②）よりも、継続雇用制度の導入（下記③）により雇用確保措置を講

じている企業が多かった。 

 

①  「定年制の廃止」により雇用確保措置を講じている企業は85社（3.9％） 

②  「定年の引上げ」により雇用確保措置を講じている企業は632社（28.7％） 

③  「継続雇用制度の導入」により雇用確保措置を講じている企業は1,487社（67.5％） 

平成 

23年 
24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 

令和 

元年 

令和 

２年 

令和 

３年 

96.7 98.7 89.0 96.1 99.8 99.9 100 100 99.9 99.9 99.9 

（％） 
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(4) 65歳以上の継続雇用確保措置のある企業の状況（12ページ表３－２） 
「継続雇用制度の導入」により雇用確保措置を講じている企業1,487社のうち、 

①  希望者全員を対象とする65歳以上の継続雇用制度を導入している企業は1,248社、

（83.9％） 

②  高年齢者雇用安定法一部改正法の経過措置に基づく継続雇用制度の対象者を限定

する基準がある継続雇用制度を導入している企業（経過措置適用企業）は239社、

（16.1％）となっている。 
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２ 65 歳定年企業の状況（13 ページ表４） 

報告した全企業のうち、定年を65歳とする企業は521社（23.6％）であり、中小企業では508

社（24.1％）、大企業では13社（13.8％）であった。 

 

３ 70 歳までの高年齢者就業確保措置の実施状況 

(1) 70歳までの高年齢者就業確保措置の実施状況（14ページ表５－１） 

報告した全企業において、70歳までの高年齢者就業確保措置（以下「就業確保

措置」（注３）という。）を実施済の企業は667社（30.2％）であり、中小企業647社

（30.6％）、大企業では20社（21.3％）であった。 

（注３）就業確保措置 

  高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第10条の２に基づき、定年を65歳以上70歳未満に定めている事業

主または65歳までの継続雇用制度（70歳以上まで引き続き雇用する制度を除く）を導入している事業主は、

その雇用する高年齢者について、次に掲げるいずれかの措置を講ずることにより、65歳から70歳までの安

定した雇用を確保するよう努めなければならない。 

①70歳までの定年の引上げ、②定年制の廃止、③70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）

の導入、④70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入、⑤70歳まで継続的に社会貢献事業に従

事できる制度の導入（事業主が自ら実施する社会貢献事業又は事業主が委託、出資（資金提供）等する団

体が行う社会貢献事業） 

 

(2) 70歳までの就業確保措置を実施済の企業の内訳（14ページ表５－１） 

①定年制の廃止は85社（3.9％） 

②定年の引上げは52社（2.4％） 

③継続雇用制度の導入は530社（24.0％） 

④創業支援等措置の導入は0社（0.0％） 
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４ 66歳以上まで働ける制度のある企業の状況 

(1) 66歳以上働ける制度のある企業の状況（15ページ表６） 

  報告した全企業において、66歳以上働ける制度のある企業は、1,017社（46.1％）であり、

企業規模別に見ると、 中小企業では979社（46.4％）、大企業では38社（40.4％）であった。 
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※  66歳以上定年制度と66歳以上の継続雇用制度の両方の制度を持つ企業は、「66歳以上定年」のみに計上し

ている。 

※  「その他の制度で66歳以上まで雇用」とは、業務委託等、企業の実情に応じて何らかの仕組みで66歳以上ま

で働くことができる制度を導入している場合を指す。 

 

 

(2) 70 歳以上まで働ける制度のある企業の状況（15 ページ表７） 

報告した全企業において、70歳以上まで働ける制度のある企業は965社（43.8％）

であり、中小企業では929社（44.0％）、大企業では36社（38.3％）であった。 

 

 (3) 定年制の廃止および66歳以上定年企業の状況（13ページ表４） 

報告した全企業において、定年制を廃止している企業は85社（3.9％）、定年を66～

69歳とする企業は59社（2.7％）、定年を70歳以上とする企業は52社（2.4％）であり、

これを企業規模別に見ると、次のとおりであった。 

① 中小企業 

・ 定年制を廃止している企業は85社（4.0％） 

・ 定年を66～69歳とする企業は59社（2.8％） 

・ 定年を70歳以上とする企業は50社（2.4％） 
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② 大企業 

・ 定年制を廃止している企業は0社（0.0％） 

・ 定年を66～69歳とする企業は0社（0.0％） 

・ 定年を70歳以上とする企業は2社（2.1％） 

 

５ 60 歳定年到達者の動向 

(1) 60歳定年企業における定年到達者の動向（16ページ表８－１） 

  60歳定年企業において、過去１年間（令和２年６月１日から令和３年５月31日）

に定年に到達した者は、2,257人であった。このうち、継続雇用された者は86.2％（う

ち子会社・関連会社等での継続雇用者は0.7%）、継続雇用を希望しない定年退職

13.6％、継続雇用を希望したが継続雇用されなかった者は0.2％であった。 
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(2)継続雇用の対象者を限定する基準に係る経過措置の適用状況（16ページ表８－２） 

経過措置に基づく対象者を限定する基準がある企業において、過去１年間（令和

２年６月１日から令和３年５月31日）に、基準を適用できる年齢（平成31年４月１

日から令和４年３月31日までは63歳以上）に到達した者は、297人であった。このう

ち、基準に該当し引き続き継続雇用された者は96.3％、継続雇用の更新を希望しな

かった者は3.4％、継続雇用を希望したが基準に該当せずに継続雇用が終了した者

は0.3％であった。 

 

 

 

６ 高年齢常用労働者の状況（17 ページ表９） 

(1) 年齢階級別の常用労働者数について 

報告した全企業における常用労働者数187,876人のうち、60歳以上の常用労働者

数は35,897人で19.1％を占めている。年齢階級別に見ると、60～64歳が17,628人、

65～69歳が11,197人、70歳以上が7,072人であった。 

 

 

(2)高年齢労働者の推移（31人以上規模企業） 

31人以上規模企業における60歳以上の常用労働者数は32,559人であり、平成21年

（12,397人）と比較すると、20,162人増加している。 
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表１　雇用確保措置の実施状況
（社、％）

2,204 -
99.9% -
1,617 (1,580)
99.9% (99.9%)
2,110 -
99.9% -
587 -

100.0% -
1,523 (1,483)
99.9% (99.9%)
94 (97)

100.0% (100.0%)

表２　雇用確保措置の規模別・産業別実施状況
（％）

99.9% - 99.9% (99.9%) 0.1% - 0.1% (0.1%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

97.8% - 96.7% (96.9%) 2.2% - 3.3% (3.1%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% (100.0%) 0.0% - 0.0% (0.0%)

100.0% - 100.0% - 0.0% - 0.0% -

31人以上

合　　計

農、林、漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

1,001人以上 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%)

産
業
別

21人以上 31人以上 21人以上

301～500人 100.0% (100.0%) 0.0%

サービス業（他に分類されないもの）

その他

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

0.0% (0.0%)

51～100人 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%)
101～300人 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%)

①実施済企業割合 ②未実施企業割合

規
模
別

合　　　計 99.9% (99.9%) 0.1% (0.1%)
21～30人 100.0% - 0.0% -

31～50人 99.9% (99.9%) 0.1% (0.1%)

(0.0%)
501～1,000人 100.0% (100.0%)

301人以上
0 0 94 (97)

0.0% (0.0%) 100.0% (100.0%)

31～300人
1 1 1,524 (1,484)

0.1% (0.1%) 100.0% (100.0%)

21～30人
0 - 587 -

0.0% - 100.0% -

21～300人
1 - 2,111 -

0.1% - 100.0% -

31人以上
総計

1 1 1,618 (1,581)
0.1% (0.1%) 100.0% (100.0%)

①実施済み ②未実施 合計（①＋②）

21人以上
総計

1 - 2,205 -
0.1% - 100.0% -

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 本集計は、原則小数点第２位以下を四捨五入しているが、本表の「301人以上」の①については、小数点第２位以下を切り捨て、②については、

小数点第２位以下を切り上げとしている。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 本集計は、原則小数点第２位以下を四捨五入しているが、本表の「301人以上」の①については、小数点第２位以下を切り捨て、②については、

小数点第２位以下を切り上げとしている。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。
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表３－１　雇用確保措置実施企業における措置内容の内訳
（社、％）

85 - 632 - 1,487 - 2,204 -

3.9% - 28.7% - 67.5% - 100.0% -

51 (35) 436 (422) 1,130 (1,123) 1,617 (1,580)

3.2% (2.2%) 27.0% (26.7%) 69.9% (71.1%) 100.0% (100.0%)

85 - 617 - 1,408 - 2,110 -

4.0% - 29.2% - 66.7% - 100.0% -

34 - 196 - 357 - 587 -

5.8% - 33.4% - 60.8% - 100.0% -

51 (35) 421 (407) 1,051 (1,041) 1,523 (1,483)

3.3% (2.4%) 27.6% (27.4%) 69.0% (70.2%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 15 (15) 79 (82) 94 (97)

0.0% (0.0%) 16.0% (15.5%) 84.0% (84.5%) 100.0% (100.0%)

表３－２　継続雇用制度の内訳
（社、％）

1,248 - 239 - 1,487 -

83.9% - 16.1% - 100.0% -

912 (888) 218 (235) 1,130 (1,123)

80.7% (79.1%) 19.3% (20.9%) 100.0% (100.0%)

1,199 - 209 - 1,408 -

85.2% - 14.8% - 100.0% -

336 - 21 - 357 -

94.1% - 5.9% - 100.0% -

863 (835) 188 (206) 1,051 (1,041)

82.1% (80.2%) 17.9% (19.8%) 100.0% (100.0%)

49 (53) 30 (29) 79 (82)

62.0% (64.6%) 38.0% (35.4%) 100.0% (100.0%)

表３－３　継続雇用先の内訳
（社、％）

合計（①＋②）

21人以上総計

31人以上総計

21～300人

①
希望者全員65歳以上
の継続雇用制度

301人以上

21～30人

31～300人

301人以上

②
基準該当者65歳以上
の継続雇用制度

合計（①＋②＋③）

31人以上総計

21～300人

21～30人

31～300人

21人以上総計

①定年制の廃止 ②定年の引上げ ③継続雇用制度の導入

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 「合計」は、表３－１の「③継続雇用制度の導入」に対応している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 「合計」は、表１の「①実施済み」に対応している。

※ 「②定年の引上げ」は、65歳以上の定年の年齢を設けている企業を、「③継続雇用制度の導入」は、定年年齢は65歳未満だが継続雇用制度の上限年

齢を65歳以上としている企業を、それぞれ計上している。

1 ,449 - 21 - 4 - 8 - 3 - 1 - 0 - 1 - 38 - 1,487 -

97.4% - 1 .4% - 0.3% - 0.5% - 0 .2% - 0 .1% - 0 .0% - 0.1% - 2 .6% - 100 .0% -

1 ,098 (1,093) 17 (12) 4 (3) 8 (10) 1 (5) 1 (0) 0 (0) 1 - 32 (30) 1 ,130 (1,123)

97.2% (97.3%) 1 .5% (1.1%) 0 .4% (0.3%) 0 .7% (0.9%) 0 .1% (0.4%) 0 .1% (0.0%) 0 .0% (0.0%) 0 .1% - 2 .8% (2.7%) 100 .0% (100.0%)

1 ,381 - 17 - 4 - 2 - 3 - 0 - 0 - 1 - 27 - 1,408 -

98.1% - 1 .2% - 0.3% - 0.1% - 0 .2% - 0 .0% - 0 .0% - 0.1% - 1 .9% - 100 .0% -

351 - 4 - 0 - 0 - 2 - 0 - 0 - 0 - 6 - 357 -

98.3% - 1 .1% - 0.0% - 0.0% - 0 .6% - 0 .0% - 0 .0% - 0.0% - 1 .7% - 100 .0% -

1 ,030 (1,021) 13 (10) 4 (2) 2 (5) 1 (3) 0 (0) 0 (0) 1 - 21 (20) 1 ,051 (1,041)

98.0% (98.1%) 1 .2% (1.0%) 0 .4% (0.2%) 0 .2% (0.5%) 0 .1% (0.3%) 0 .0% (0.0%) 0 .0% (0.0%) 0 .1% - 2 .0% (1.9%) 100 .0% (100.0%)

68 (72) 4 (2) 0 (1) 6 (5) 0 (2) 1 (0) 0 (0) 0 - 11 (10) 79 (82)

86.1% (87.8%) 5 .1% (2.4%) 0 .0% (1.2%) 7 .6% (6.1%) 0 .0% (2.4%) 1 .3% (0.0%) 0 .0% (0.0%) 0 .0% - 13 .9% (12.2%) 100 .0% (100.0%)
301人以上

21人以上
総計

31人以上
総計

⑦
関連会社等

21～300人

⑤
子会社等

⑥
子会社等、
関連会社等

①
自社のみ

②
自社、子会社

等

③
自社、関連

会社等

④
自社、子会社
等、関連会社

等

自社以外の継続雇用先がある企業

合計
(①～⑧)

21～30人

31～300人

小計
(②～⑧)

⑧
その他の会社

を含む

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 「合計」は、表３－１の「③継続雇用制度の導入」に対応している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 「合計」は、表１の「①実施済み」に対応している。

※ 「②定年の引上げ」は、65歳以上の定年の年齢を設けている企業を、「③継続雇用制度の導入」は、定年年齢は65歳未満だが継続雇用制度の上限年

齢を65歳以上としている企業を、それぞれ計上している。

1 ,449 - 21 - 4 - 8 - 3 - 1 - 0 - 1 - 38 - 1 ,487 -

97 .4% - 1 .4% - 0 .3% - 0 .5% - 0 .2% - 0 .1% - 0 .0% - 0 .1% - 2 .6% - 100 .0% -

1 ,098 (1,093) 17 (12) 4 (3) 8 (10) 1 (5) 1 (0) 0 (0) 1 - 32 (30) 1 ,130 (1,123)

97 .2% (97.3%) 1 .5% (1.1%) 0 .4% (0.3%) 0 .7% (0.9%) 0 .1% (0.4%) 0 .1% (0.0%) 0 .0% (0.0%) 0 .1% - 2 .8% (2.7%) 100 .0% (100.0%)

1 ,381 - 17 - 4 - 2 - 3 - 0 - 0 - 1 - 27 - 1 ,408 -

98 .1% - 1 .2% - 0 .3% - 0 .1% - 0 .2% - 0 .0% - 0 .0% - 0 .1% - 1 .9% - 100 .0% -

351 - 4 - 0 - 0 - 2 - 0 - 0 - 0 - 6 - 357 -

98 .3% - 1 .1% - 0 .0% - 0 .0% - 0 .6% - 0 .0% - 0 .0% - 0 .0% - 1 .7% - 100 .0% -

1 ,030 (1,021) 13 (10) 4 (2) 2 (5) 1 (3) 0 (0) 0 (0) 1 - 21 (20) 1 ,051 (1,041)

98 .0% (98.1%) 1 .2% (1.0%) 0 .4% (0.2%) 0 .2% (0.5%) 0 .1% (0.3%) 0 .0% (0.0%) 0 .0% (0.0%) 0 .1% - 2 .0% (1.9%) 100 .0% (100.0%)

68 (72) 4 (2) 0 (1) 6 (5) 0 (2) 1 (0) 0 (0) 0 - 11 (10) 79 (82)

86 .1% (87.8%) 5 .1% (2.4%) 0 .0% (1.2%) 7 .6% (6.1%) 0 .0% (2.4%) 1 .3% (0.0%) 0 .0% (0.0%) 0 .0% - 13 .9% (12.2%) 100 .0% (100.0%)
301人以上

21人以上
総計

31人以上
総計

⑦
関連会社等

21～300人

⑤
子会社等

⑥
子会社等、
関連会社等

①
自社のみ

②
自社、子会社

等

③
自社、関連

会社等

④
自社、子会社
等、関連会社

等

自社以外の継続雇用先がある企業

合計
(①～⑧)

21～30人

31～300人

小計
(②～⑧)

⑧
その他の会社

を含む
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表４　定年制の廃止および65歳以上定年企業の状況
（社、％）

85 - 521 - 59 - 52 - 717 - 2,205 -

3.9% - 23.6% - 2.7% - 2.4% - 32.5% - 100.0% -

51 (35) 357 (349) 41 (43) 38 (30) 487 (457) 1,618 (1,581)

3.2% (2.2%) 22.1% (22.1%) 2.5% (2.7%) 2.3% (1.9%) 30.1% (28.9%) 100.0% (100.0%)

85 - 508 - 59 - 50 - 702 - 2,111 -

4.0% - 24.1% - 2.8% - 2.4% - 33.3% - 100.0% -

34 - 164 - 18 - 14 - 230 - 587 -

5.8% - 27.9% - 3.1% - 2.4% - 39.2% - 100.0% -

51 (35) 344 (336) 41 (43) 36 (28) 472 (442) 1,524 (1,484)

3.3% (2.4%) 22.6% (22.6%) 2.7% (2.9%) 2.4% (1.9%) 31.0% (29.8%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 13 (13) 0 (0) 2 (2) 15 (15) 94 (97)

0.0% (0.0%) 13.8% (13.4%) 0.0% (0.0%) 2.1% (2.1%) 16.0% (15.5%) 100.0% (100.0%)
301人以上

合計
（①＋②）

報告した全ての企業①
定年制の廃止

②65歳以上定年

65歳 66～69歳 70歳以上

21人以上
総計

31人以上
総計

21～300人

21～30人

31～300人

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 「②65歳以上定年」は、表３－１の「②定年の引上げ」に対応している。

※ 「報告した全ての企業」は、表１の「合計」に対応している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 「②65歳以上定年」は、表３－１の「②定年の引上げ」に対応している。

※ 「報告した全ての企業」は、表１の「合計」に対応している。
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表５－１　70歳までの就業確保措置の実施状況
（社、％）

667 - 85 - 52 - 530 - 0 - 63 - 1,475 - 2,205 -

30.2% - 3.9% - 2.4% - 24.0% - 0.0% - 2.9% - 66.9% - 100.0% -

479 - 51 - 38 - 390 - 0 - 47 - 1,092 - 1,618 -

29.6% - 3.2% - 2.3% - 24.1% - 0.0% - 2.9% - 67.5% - 100.0% -

647 - 85 - 50 - 512 - 0 - 61 - 1,403 - 2,111 -

30.6% - 4.0% - 2.4% - 24.3% - 0.0% - 2.9% - 66.5% - 100.0% -

188 - 34 - 14 - 140 - 0 - 16 - 383 - 587 -

32.0% - 5.8% - 2.4% - 23.9% - 0.0% - 2.7% - 65.2% - 100.0% -

459 - 51 - 36 - 372 - 0 - 45 - 1,020 - 1,524 -

30.1% - 3.3% - 2.4% - 24.4% - 0.0% - 3.0% - 66.9% - 100.0% -

20 - 0 - 2 - 18 - 0 - 2 - 72 - 94 -

21.3% - 0.0% - 2.1% - 19.1% - 0.0% - 2.1% - 76.6% - 100.0% -

表５－２　70歳までの就業確保措置の規模別・産業別実施状況
（％）

301人以上

①70歳までの就業確保措置実施済み
②就業確保措置
相当の措置実施

③その他
未実施

21人以上総計

31人以上総計

21～300人

21～30人

31～300人

合計
（①＋②＋③）定年廃止 定年の引上げ

継続雇用制度
の導入

創業支援等措置
の導入

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

- - - -

①実施済企業割合 ②未実施企業割合

規
模
別

21～30人 32.0% - 68.0% -

31～50人 33.7% - 66.3% -

51～100人 29.1% -

合　　　計 30.2% - 69.8% -

70.0%

産
業
別

21人以上 31人以上 21人以上

501～1,000人 22.2% - 77.8%

31人以上

農、林、漁業 39 .7% 30 .6% 60 .3% 69 .4%

建設業 38 .6% 36 .1% 61 .4% 63 .9%

製造業

1,001人以上 30.0% -

鉱業、採石業、砂利採取業 40 .0% 33 .3% 60 .0% 66 .7%

合　　計 30 .2% 29 .6% 69 .8% 70 .4%

-

101～300人 23.7% - 76.3%

70.9% -

-

-

301～500人 19.3% - 80.7% -

77 .6%

電気・ガス・熱供給・水道業 50 .0% 50 .0% 50 .0% 50 .0%

22 .2% 22 .4% 77 .8%

情報通信業 9 .7% 10 .3% 90 .3% 89 .7%

運輸、郵便業 37 .3% 40 .4% 62 .7% 59 .6%

卸売業、小売業 26 .4% 26 .6% 73 .6% 73 .4%

金融業、保険業 11 .1% 7 .1% 88 .9% 92 .9%

不動産業、物品賃貸業 20 .0% 20 .0% 80 .0% 80 .0%

学術研究、専門・技術サービス業 26 .7% 30 .0% 73 .3% 70 .0%

宿泊業、飲食サービス業 33 .9% 28 .9% 66 .1% 71 .1%

生活関連サービス業、娯楽業 38 .6% 31 .0% 61 .4% 69 .0%

教育、学習支援業 32 .6% 30 .3% 67 .4% 69 .7%

医療、福祉 32 .2% 32 .9% 67 .8% 67 .1%

その他 50 .0% 0 .0% 50 .0% 100 .0%

複合サービス事業 3 .6% 4 .5% 96 .4% 95 .5%

サービス業（他に分類されないもの） 36 .6% 36 .7% 63 .4% 63 .3%

※ 「①70歳までの就業確保措置実施済み」とは、法令の定めに基づいた適正な手続きを経て、定年制の廃止、定年の引上げ、継続雇用制度もしくは創業支援等措置の導入のいずれかの

措置を講ずることにより、70歳までの就業機会の確保を実施している場合を指す。なお、「定年の引上げ」は70歳以上の定年の定めを設けている企業を、「継続雇用制度の導入」は定年

年齢は70歳未満だが継続雇用制度の上限年齢を70歳以上としている企業を、「創業支援等措置の導入」は定年年齢及び継続雇用制度の年齢は70歳未満だが創業支援等措置の年齢

を70歳以上としている企業を、それぞれ計上している。

※ 「②就業確保措置相当の措置実施」とは、「①70歳までの就業確保措置実施済み」と同様の措置を70歳未満の年齢まで導入している場合を指す。

※ 本集計は、原則小数点第２位以下を四捨五入しているが、本表の「21人以上総計」「31人以上総計」「21～300人」「21～30人」「31～300人」の「創業支援等措置の導入」については、小

数点第２位以下を切り上げとしている。

※ 「①70歳までの就業確保措置実施済み」とは、法令の定めに基づいた適正な手続きを経て、定年制の廃止、定年の引上げ、継続雇用制度もしくは創業支援等措置の導入のいずれかの

措置を講ずることにより、70歳までの就業機会の確保を実施している場合を指す。なお、「定年の引上げ」は70歳以上の定年の定めを設けている企業を、「継続雇用制度の導入」は定年

年齢は70歳未満だが継続雇用制度の上限年齢を70歳以上としている企業を、「創業支援等措置の導入」は定年年齢及び継続雇用制度の年齢は70歳未満だが創業支援等措置の年齢

を70歳以上としている企業を、それぞれ計上している。

※ 「②就業確保措置相当の措置実施」とは、「①70歳までの就業確保措置実施済み」と同様の措置を70歳未満の年齢まで導入している場合を指す。

※ 本集計は、原則小数点第２位以下を四捨五入しているが、本表の「21人以上総計」「31人以上総計」「21～300人」「21～30人」「31～300人」の「創業支援等措置の導入」については、小

数点第２位以下を切り上げとしている。
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表６　66歳以上まで働ける制度のある企業の状況
（社、％）

85 - 111 - 243 - 291 - 287 - 439 - 730 - 1,017 - 2,205 -

3.9% - 5.0% - 11.0% - 13.2% - 13.0% - 19.9% - 33.1% - 46.1% - 100.0% -

51 (35) 79 (73) 179 (174) 217 (184) 224 (185) 309 (282) 526 (466) 750 (651) 1,618 (1,581)

3.2% (2.2%) 4.9% (4.6%) 11.1% (11.0%) 13.4% (11.6%) 13.8% (11.7%) 19.1% (17.8%) 32.5% (29.5%) 46.4% (41.2%) 100.0% (100.0%)

85 - 109 - 235 - 279 - 271 - 429 - 708 - 979 - 2,111 -

4.0% - 5.2% - 11.1% - 13.2% - 12.8% - 20.3% - 33.5% - 46.4% - 100.0% -

34 - 32 - 64 - 74 - 63 - 130 - 204 - 267 - 587 -

5.8% - 5.5% - 10.9% - 12.6% - 10.7% - 22.1% - 34.8% - 45.5% - 100.0% -

51 (35) 77 (71) 171 (166) 205 (174) 208 (173) 299 (272) 504 (446) 712 (619) 1,524 (1,484)

3.3% (2.4%) 5.1% (4.8%) 11.2% (11.2%) 13.5% (11.7%) 13.6% (11.7%) 19.6% (18.3%) 33.1% (30.1%) 46.7% (41.7%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 2 (2) 8 (8) 12 (10) 16 (12) 10 (10) 22 (20) 38 (32) 94 (97)

0.0% (0.0%) 2.1% (2.1%) 8.5% (8.2%) 12.8% (10.3%) 17.0% (12.4%) 10.6% (10.3%) 23.4% (20.6%) 40.4% (33.0%) 100.0% (100.0%)

表７　70歳以上まで働ける制度のある企業の状況
（社、％）

85 - 52 - 235 - 295 - 298 - 372 - 667 - 965 - 2,205 -

3.9% - 2.4% - 10.7% - 13.4% - 13.5% - 16.9% - 30.2% - 43.8% - 100.0% -

51 (35) 38 (30) 172 (169) 218 (191) 231 (186) 261 (234) 479 (425) 710 (611) 1,618 (1,581)

3.2% (2.2%) 2.3% (1.9%) 10.6% (10.7%) 13.5% (12.1%) 14.3% (11.8%) 16.1% (14.8%) 29.6% (26.9%) 43.9% (38.6%) 100.0% (100.0%)

85 - 50 - 229 - 283 - 282 - 364 - 647 - 929 - 2,111 -

4.0% - 2.4% - 10.8% - 13.4% - 13.4% - 17.2% - 30.6% - 44.0% - 100.0% -

34 - 14 - 63 - 77 - 67 - 111 - 188 - 255 - 587 -

5.8% - 2.4% - 10.7% - 13.1% - 11.4% - 18.9% - 32.0% - 43.4% - 100.0% -

51 (35) 36 (28) 166 (163) 206 (181) 215 (174) 253 (226) 459 (407) 674 (581) 1,524 (1,484)

3.3% (2.4%) 2.4% (1.9%) 10.9% (11.0%) 13.5% (12.2%) 14.1% (11.7%) 16.6% (15.2%) 30.1% (27.4%) 44.2% (39.2%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 2 (2) 6 (6) 12 (10) 16 (12) 8 (8) 20 (18) 36 (30) 94 (97)

0.0% (0.0%) 2.1% (2.1%) 6.4% (6.2%) 12.8% (10.3%) 17.0% (12.4%) 8.5% (8.2%) 21.3% (18.6%) 38.3% (30.9%) 100.0% (100.0%)

31～300人

301人以上

合計③
（①～⑤）

報告した全ての企業

21人以上
総計

31人以上
総計

21～300人

合計①
（①～③）

合計②
（①～④）

21～30人

②
70歳以上

定年

③
希望者全員
70歳以上
継続雇用

④
基準該当者
70歳以上
継続雇用

⑤
その他70歳以上
まで働ける制度

①
定年制の廃止

21～300人

21～30人

31～300人

301人以上

合計①
（①～③）

合計②
（①～④）

合計③
（①～⑤）

報告した全ての企業

21人以上
総計

④
基準該当者
66歳以上
継続雇用

⑤
その他66歳以上
まで働ける制度

31人以上
総計

①
定年制の廃止

②
66歳以上

定年

③
希望者全員
66歳以上
継続雇用

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 70歳以上定年制度と70歳以上の継続雇用制度の両方の制度を持つ企業は、「②70歳以上定年」のみに計上している。

※ 「⑤その他70歳以上まで働ける制度」とは、業務委託等その他企業の実情に応じて何らかの仕組みで70歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。

※ 「報告した全ての企業」は、表１の「合計」に対応している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 66歳以上定年制度と66歳以上の継続雇用制度の両方の制度を持つ企業は、「②66歳以上定年」のみに計上している。

※ 「⑤その他66歳以上まで働ける制度」とは、業務委託等その他企業の実情に応じて何らかの仕組みで66歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。

※ 「報告した全ての企業」は、表１の「合計」に対応している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 70歳以上定年制度と70歳以上の継続雇用制度の両方の制度を持つ企業は、「②70歳以上定年」のみに計上している。

※ 「⑤その他70歳以上まで働ける制度」とは、業務委託等その他企業の実情に応じて何らかの仕組みで70歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。

※ 「報告した全ての企業」は、表１の「合計」に対応している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値。

※ 66歳以上定年制度と66歳以上の継続雇用制度の両方の制度を持つ企業は、「②66歳以上定年」のみに計上している。

※ 「⑤その他66歳以上まで働ける制度」とは、業務委託等その他企業の実情に応じて何らかの仕組みで66歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。

※ 「報告した全ての企業」は、表１の「合計」に対応している。
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表８－１　60歳定年企業における定年到達者等の状況

表８－２　経過措置に基づく継続雇用制度の対象者を限定する基準の適用状況

（0.0%）うち女性 44 134 4 3.0% （2.4%） 130 97.0% （97.6%） 0 0.0%

（0.6%）経過措置適用企業で基準適用
年齢到達者(63歳)がいる企業

100 297 10 3.4% （2.5%） 286 96.3% （96.9%） 1 0.3%

（0.4%） 70

企業数
（社）

基準を適用できる
年齢に到達した者

の総数
(人)

継続雇用終了者数
(継続雇用の更新を希望しない

者)

継続雇用者数
(基準に該当し引き続き継続雇

用された者)

継続雇用終了者数
(基準に該当しない者)

938 87.3% （86.1%） 3 0.3% （0.3%）

（0.3%） 188

うち女性 481 1,074 132 12.3% （13.5%）

1,946 86.2% （86.8%） 15 0.7% （0.8%）

4 0.4%

（12.9%）

企業数
（社）

定年到達者総数
（人）

継続雇用の
終了による
離職者数
（人）

定年退職者数
（継続雇用を希望しない者）

継続雇用者数
定年退職者数

（継続雇用を希望したが継続
雇用されなかった者）

うち子会社等・関連会社等で
の継続雇用者数

60歳定年企業で
定年到達者がいる企業等

818 2,257 307 13.6% 4 0.2%

※ 本集計は、過去１年間（令和２年６月１日から令和３年５月31日）に60歳定年企業において定年年齢に到達した者及び継続雇用制度における上限年齢に到達したことによる離職者の数について集計している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値(31人以上規模企業の状況)。

※ 令和３年の数値は、21人以上規模企業の状況であり、令和２年と単純な比較はできない。

※ 本集計は、令和２年６月１日から令和３年５月31日に経過措置適用企業において基準適用年齢に到達した者について集計している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値(31人以上規模企業の状況)。

※ 令和３年の数値は、21人以上規模企業の状況であり、令和２年と単純な比較はできない。

※ 本集計は、過去１年間（令和２年６月１日から令和３年５月31日）に60歳定年企業において定年年齢に到達した者及び継続雇用制度における上限年齢に到達したことによる離職者の数について集計している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値(31人以上規模企業の状況)。

※ 令和３年の数値は、21人以上規模企業の状況であり、令和２年と単純な比較はできない。

※ 本集計は、令和２年６月１日から令和３年５月31日に経過措置適用企業において基準適用年齢に到達した者について集計している。

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値(31人以上規模企業の状況)。

※ 令和３年の数値は、21人以上規模企業の状況であり、令和２年と単純な比較はできない。
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表９　年齢別常用労働者数
（人）

 

17,628人 - 18,269人 - 7,072人 -
21人以上
規模企業

令和３年 187,876人 - 35,897人 -

16,016人 (175.8) 16,543人 (503.4) 6,366人 (529.6)

(175.7) 15,323人 (305.5) 5,474人 (455.4)16,006人 

令和３年 172,926人 (124.1) 32,559人 (262.6)

令和２年 172,343人 (123.7) 31,329人 （252.7）

15,284人 (167.8) 13,191人 (283.5) 4,208人 (350.1)

(161.8) 12,242人 (258.0) 3,559人 (296.1)14,743人 

令和元年 166,081人 (119.2) 28,475人 （229.7）

平成30年 164,491人 (118.0) 26,985人 （217.7）

14,258人 (156.5) 10,675人 (236.3) 2,636人 (219.3)

(153.5) 8,989人 (202.1) 1,914人 (159.2)13,987人 

平成29年 162,195人 (116.4) 24,933人 （201.1）

平成28年 159,533人 (114.5) 22,976人 （185.3）

7,424人 (176.3) 1,654人 (137.6)

(139.8) 6,082人 (151.8) 1,366人 (113.6)

5,027人 (129.9) 1,202人 (100.0)

平成26年 152,599人 (109.5) 18,817人 （151.8） 12,735人 

平成25年 148,612人 (106.6) 17,287人 （139.4） 12,260人 (134.6)

平成27年 156,732人 (112.5) 20,711人 （167.1） 13,287人 (145.8)

-

平成24年 144,039人 (103.3) 15,701人 （126.7） 11,687人 (128.3) 4,014人 (112.9) - -

3,640人 (102.7)

（109.2） 10,135人 (111.2) 3,407人 (108.5) -

-

9,111人 (100.0) 3,286人 (100.0) - -

3
1
人
以
上

規
模
企
業

平成21年 139,372人 (100.0) 12,397人 （100.0）

平成22年 141,823人 (101.8) 13,542人 -

平成23年 144,019人 (103.3) 15,006人 （121.0） 11,366人 (124.8)

年齢計 60歳以上合計
60～64歳 65歳以上

うち70歳以上

※ 「31人以上規模企業」の（ ）は、平成21年を100とした場合の比率（「うち70歳以上」は平成25年を100とした場合の比率）※ 「31人以上規模企業」の（ ）は、平成21年を100とした場合の比率（「うち70歳以上」は平成25年を100とした場合の比率）
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表１０　都道府県別の状況

島根 1,442 社 (999 社) 99.4% （99.9%） 37.2% - 50.5% （42.5%） 48.1% （40.1%）

秋田 2,039 社 (1,371 社) 99.6% （99.9%） 30.0% - 50.2% （48.1%） 48.5% （45.9%）

大分 2,297 社 (1,533 社) 100.0% （100.0%） 32.5% - 48.0% （43.4%） 46.3% （40.9%）

宮崎 2,205 社 (1,581 社) 99.9% （99.9%） 30.2% - 46.1% （41.2%） 43.8% （38.6%）

岐阜 4,069 社 (2,730 社) 99.9% （100.0%） 33.0% - 45.6% （41.0%） 44.1% （38.8%）

奈良 1,597 社 (1,157 社) 100.0% （99.6%） 32.4% - 45.4% （40.4%） 42.9% （37.6%）

岩手 2,592 社 (1,813 社) 99.9% （99.8%） 32.7% - 45.1% （39.2%） 43.1% （37.1%）

三重 3,044 社 (2,093 社) 100.0% （100.0%） 30.4% - 44.3% （38.6%） 42.5% （36.6%）

鹿児島 3,152 社 (2,120 社) 99.9% （99.9%） 32.1% - 44.3% （37.0%） 42.0% （34.6%）

富山 2,486 社 (1,792 社) 99.9% （100.0%） 18.6% - 44.3% （39.5%） 42.6% （37.2%）

千葉 6,780 社 (4,794 社) 99.9% （99.9%） 31.1% - 43.9% （39.6%） 42.4% （37.8%）

香川 2,061 社 (1,489 社) 99.6% （100.0%） 31.5% - 43.4% （37.5%） 41.7% （34.9%）

長野 3,955 社 (2,832 社) 100.0% （100.0%） 26.5% - 42.8% （37.8%） 41.3% （36.0%）

岡山 3,611 社 (2,459 社) 99.4% （99.9%） 28.1% - 42.4% （36.3%） 40.7% （33.7%）

山口 2,443 社 (1,713 社) 99.7% （100.0%） 25.9% - 42.4% （40.3%） 40.8% （38.5%）

宮城 3,878 社 (2,689 社) 99.6% （99.9%） 29.7% - 42.2% （36.5%） 39.9% （33.8%）

青森 2,638 社 (1,767 社) 99.2% （99.9%） 31.8% - 42.1% （39.0%） 39.9% （36.2%）

福島 3,697 社 (2,454 社) 99.3% （99.8%） 28.6% - 42.1% （36.6%） 39.5% （33.7%）

埼玉 8,315 社 (5,622 社) 99.0% （99.9%） 30.2% - 41.6% （37.6%） 40.1% （35.7%）

徳島 1,306 社 (883 社) 100.0% （100.0%） 32.2% - 41.4% （36.5%） 39.1% （33.7%）

愛媛 2,629 社 (1,772 社) 99.2% （99.7%） 23.2% - 41.3% （36.2%） 40.0% （34.8%）

愛知 13,894 社 (10,157 社) 100.0% （100.0%） 26.2% - 41.3% （35.8%） 39.3% （33.5%）

佐賀 1,696 社 (1,079 社) 99.2% （99.7%） 28.9% - 41.2% （33.4%） 38.4% （30.1%）

北海道 9,128 社 (6,260 社) 99.5% （99.9%） 29.1% - 41.1% （34.4%） 39.7% （32.7%）

新潟 4,767 社 (3,317 社) 100.0% （100.0%） 24.4% - 41.0% （36.7%） 39.0% （34.9%）

静岡 6,864 社 (4,969 社) 99.9% （99.8%） 27.6% - 40.9% （36.2%） 38.9% （33.8%）

滋賀 2,149 社 (1,462 社) 99.2% （99.7%） 25.5% - 40.7% （34.6%） 38.4% （32.6%）

鳥取 1,103 社 (795 社) 100.0% （100.0%） 26.0% - 40.3% （33.8%） 37.3% （30.4%）

栃木 3,255 社 (2,093 社) 99.8% （100.0%） 28.4% - 40.2% （35.5%） 38.6% （33.5%）

福岡 9,396 社 (6,530 社) 99.9% （100.0%） 26.0% - 40.1% （35.6%） 38.5% （33.9%）

長崎 2,678 社 (1,804 社) 99.5% （99.7%） 25.1% - 40.0% （34.8%） 38.6% （33.6%）

熊本 3,242 社 (2,163 社) 99.2% （99.8%） 23.8% - 39.6% （34.8%） 37.3% （32.3%）

和歌山 1,627 社 (1,099 社) 99.4% （100.0%） 27.1% - 39.5% （35.2%） 37.0% （32.8%）

福井 1,832 社 (1,232 社) 100.0% （100.0%） 27.2% - 39.4% （33.4%） 36.6% （31.1%）

茨城 3,940 社 (2,913 社) 99.9% （100.0%） 30.0% - 39.3% （34.0%） 37.1% （32.0%）

山形 2,255 社 (1,623 社) 99.4% （99.9%） 25.5% - 39.1% （33.8%） 36.9% （31.5%）

広島 5,515 社 (3,847 社) 99.7% （99.8%） 23.5% - 39.0% （34.9%） 37.3% （32.9%）

全国計 232,059 社 (164,151 社) 99.7% （99.9%） 25.6% - 38.3% （33.4%） 36.6% （31.5%）

石川 2,570 社 (1,848 社) 99.8% （100.0%） 26.8% - 37.3% （31.3%） 35.6% （29.1%）

神奈川 10,880 社 (7,385 社) 99.5% （99.9%） 25.2% - 37.1% （31.5%） 35.6% （29.7%）

群馬 3,998 社 (2,714 社) 99.8% （100.0%） 29.1% - 37.1% （33.5%） 35.6% （31.7%）

山梨 1,474 社 (1,032 社) 99.7% （100.0%） 25.5% - 36.6% （33.5%） 34.7% （32.1%）

高知 1,312 社 (900 社) 99.9% （100.0%） 24.3% - 36.0% （30.8%） 34.9% （29.4%）

沖縄 2,959 社 (1,889 社) 99.5% （99.7%） 23.7% - 35.2% （28.0%） 34.3% （26.9%）

京都 4,449 社 (3,079 社) 99.6% （99.9%） 23.0% - 35.2% （31.0%） 33.8% （29.4%）

兵庫 7,752 社 (5,640 社) 99.5% （99.9%） 22.5% - 34.4% （30.1%） 32.6% （27.9%）

大阪 18,557 社 (12,992 社) 99.7% （99.9%） 21.6% - 33.2% （28.9%） 31.6% （27.1%）

東京 38,531 社 (29,666 社) 99.9% （99.9%） 19.3% - 29.5% （25.7%） 28.2% （24.3%）

【宮崎県と全国の数値比較について】

（注１）７０歳までの就業確保措置実施済企業は全国で12番目

（注２)６６歳以上働ける制度のある企業は全国で４番目

（注３）７０歳以上働ける制度のある企業は全国で５番目

報告した
全ての企業

雇用確保措置
実施済企業割合

（注１）70歳までの
就業確保措置

実施済企業割合

（注２）66歳以上まで
働ける制度のある

企業割合

（注３）70歳以上まで
働ける制度のある

企業割合

※ ( )内は、令和２年６月１日現在の数値(31人以上規模企業の状況)。

※ 令和３年の数値は、21人以上規模企業の状況であり、令和２年と単純な比較はできない。

※ 本集計は、原則小数点第２位以下を四捨五入しているが、本表の「雇用確保措置実施済企業割合」については、小数第２位以下を四捨五入することで100％となる場合は、小数点第２

位以下を切り捨てとしている。

※ 「70歳までの就業確保措置導入企業」は表5-1の①に、「66歳以上まで働ける制度のある企業」は表６に、「70歳以上まで働ける制度のある企業」 は表７にそれぞれ対応している。
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宮崎労働局・労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）の 

行事予定（令和４年７月） 

 

 

宮崎労働局（局長 田中 大介）は、宮崎労働局及び県内各労働基準監督署・各

公共職業安定所（ハローワーク）の主要な行事予定を取りまとめました。 

取材・報道等にご活用ください。 

【照会先】 

宮崎労働局 雇用環境・均等室 

室   長   渡辺 園子 

監 理 官   三輪 浩史 

企画・調整係   飯村 祐哉 

（代表電話）0985－38－8821 

（直通電話）0985－38－8821 

Press Release 

宮 崎 労 働 局 発 表 
令和４年７月１日解禁 
 



1 金 令和４年度安全衛生表彰式

2 土

3 日

4 月

5 火 障害者雇用促進セミナー

6 水

7 木 第1回宮崎地方最低賃金審議会（合同庁舎　２F共用大会議室）

8 金

9 土

10 日

11 月 ハローワーク延岡　職業訓練校説明会

12 火 応募前ジュニアワークフェア（県央）

13 水 ハローワーク日向　職業訓練校説明会
応募前ジュニアワークフェア（都城）

14 木 応募前ジュニアワークフェア（県北）
林災防労働災害防止大会（新富町文化会館）

15 金 ハローワーク日南　職業訓練校説明会
応募前ジュニアワークフェア（小林）

16 土

17 日

18 月

19 火 ハローワーク都城　職業訓練校説明会

20 水

21 木

22 金

23 土

24 日

25 月

26 火

27 水 ハローワーク小林　職業訓練校説明会

28 木

29 金

30 土

31 日

令和４年７月　宮崎労働局・監督署・安定所（ハローワーク）主要行事予定表

7月 主要行事（労働局・監督署・安定所）

備　　考
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労働局長が労使団体等へ活用を要請

令和４年４月１日に改正が行われ
た人材開発支援助成金について、田
中局長は、６月17日、22日に各経
済団体等を訪問し、改正点について
説明を行い、周知広報の協力を要請
しました。（当助成金は、雇用する
労働者のキャリア形成を効果的に促
進するため、職務に関連した専門的
な知識及び技能を習得させるため職
業訓練等を計画に沿って実施し、教
育訓練休暇制度を適用した事業主等
に対して助成する制度）
今回の改正により、人への投資を

加速化するために「人への投資促進
コース」が新設され、デジタル人材
育成・高度人材の育成に取り組む事
業主に対し高率助成を行うことや、
労働者の自発的な学び直しの費用を
負担する事業主への助成のほか、こ
れまで助成の対象外であったeラー
ニングも助成の対象とする内容と
なっています。

人材開発支援助成金に「人への投資促進コース」が創設

5月27日、延岡電気工事業協同組

合の加盟企業の事業主等23名に対

し、4月から中小企業に適用された

「パワーハラスメント防止措置」の

研修会を実施しました。

法令で義務付けられた①事業主の

方針の明確化②相談体制の整備③事

後の迅速かつ適切な対応等の措置に

ついて説明し、「ハラスメントは、

働く人の約3割が経験しているとさ

れており、身近な問題であり、企業

がハラスメント防止措置に取り組む

ことは、職場で①被害者をつくらな

いこと。②加害者をつくらないこと。

③組織にとっても必要なこと。」を

伝え、ハラスメントのない職場づく

りを呼びかけました。

参加者からは、職員向けの研修を

実施したいとの前向きな意見があり、

働き方改革推進支援センターの支援

を紹介しました。

６月7日、宮崎国際大学の２年生

約80人を対象に、「労働法と働く

時の心構え」という演題で講話を実

施しました。

講師の上田専門官が、労働基準監

督官の経験を踏まえて、シフトの一

方的変更や解雇などアルバイトで起

きそうなトラブルを具体例にして注

意を促しました。

パワハラ防止は事業主の義務です。

働く前に労働法を知ろう。

宮崎県経営者協会
河野専務（左）

宮崎県商工会議所連合会
甲斐専務（左）

宮崎県中小企業団体中央会
野口専務（左）

宮崎県社会保険労務士会
川越会長（左）

宮崎県商工会連合会
酒匂専務（右）

連合宮崎 中川会長（右）

各経済団体からは、ITデジタルの
活用促進や、現在の研修（訓練）の
多くは、eラーニングとなっている
ことなどから多様な訓練に対し支援
があることで、企業のみならず、学
び直しやスキルアップを望む従業員
も今回の改正は関心が持てることや、

当助成金により企業全体の生産
性の向上に期待したいとの声が
聞かれました。
また、６月８日には、職業対

策課長が宮崎県社会保険労務士
会を訪問し、制度の周知への協
力をお願いしました。
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労働災害による死傷者が４年連

続で増加している中、全国安全週

間を前に宮崎労働局と宮崎労働基

準監督署は６月23日に合同安全

パトロールを行いました。

パトロールは宮崎市内で建設中

の「ポレスター橘通り新築

全国安全週間 労働局長パトロールを実施

工事」の現場を、クレーン

による災害防止措置、足

場・通路の確保、墜落・転

落防止措置等の安全措置の

ほか熱中症予防対策などを

確認しました。

田中局長は、「現場の管

理者と労働者全員が安全点

職場における熱中症により、毎年、全国で約

20人が亡くなっています。職場での熱中症予

防に取り組みましょう！

高卒予定者等の求人受理説明会を開催
事業主へ新規学校卒業者の採用ルールを説明しました。

5月24日、ハローワーク宮崎は、

来春高校卒業予定者の採用・選考に

係る求人申込説明会を宮崎市民文化

ホールにて宮崎市と共催で開催しま

した。当説明会は、6月からの求人

受理開始に向けて、求人の申込方法、

公正採用選考・男女の雇用機会均等

の徹底等について説明し、併せて地

元企業と高等学校との意見交換会を

開催するものです。

新型コロナウイルス感染症の影響

により３年ぶりの開催となりました

が、ハローワーク宮崎・日南・高鍋

管内の企業200社、高等学校31校

の参加がありました。同様の説明会

は20日に都城市（県西地区）、26

日に延岡市（県北地区）でも開催し

ました。

前年度の就職内定者に占める県内

企業への就職内定者の割合は、令和

4年３月末時点で65.7％（過去最

高）となっており、今後も関係機関

と連携を図り、県内企業の魅力発信

に取り組んでまいります。

早瀬所長 谷口指導官

安全意識を高めて無事故・無災害へ

６月９日ハローワーク日南では、
県南工業開発地域推進協議会（会
長：日南市長）との共催で、来春高
校卒業予定者と２年生を対象とした
｢合同企業説明会｣を開催しました。
早い段階で魅力ある地元の企業に目
を向けてもらうことで、地元での就
職の促進、早期離職の防止を目的と
したものです。
コロナ感染防止対策を講じ、広い

い」などと呼びかけました。

ふるさとの企業を知ろう！
高校生向け合同会社説明会（県南地区）が開催されました。

現場責任者から説明を受ける田中局長（左）

会場（おびすぎドーム）内に２
４事業所と、１８１名の生徒が
参加しました。高校生にとって
直接企業の担当者から情報を得
る貴重な機会として、企業に
とっては自社の魅力を高校生に
アピールする機会として、熱気
あふれ
る場と
なりま
した。

検や体調管理などへの意識を高め

て、無事故無災害につなげてほし


